第１章　はじめに
平成23年3月11日に発生した東日本大震災（以下、「震災」という。）の被災地では、早期復旧・復興のための大きな足かせとなっている膨大な災害廃棄物の早期処理に対する支援を求めておられ、大阪府としても積極的に協力していくこととしています。
一方、福島第一原子力発電所の事故による放射性物質の拡散が確認されていることから、災害廃棄物を被災地以外で処理することに対する不安が広がっていることも事実です。
このため、本府では、災害廃棄物の処理を大阪府域で受入れる際の処理指針を策定するに当たって、放射線による人体や環境への影響に関する考え方について検討するため、「大阪府災害廃棄物の処理指針に係る　検討会議（以下「検討会議」という。）」を平成23年9月に設置し、平成23年9月26日から同年12月14日にわたって6回の検討会議を行いました。この検討会議の考え方をもとに「大阪府域における東日本大震災の災害廃棄物処理に関する指針」（以下、「指針」という。）を平成23年12月27日にとりまとめ公表しました。この指針は、震災により発生した災害廃棄物を、大阪府域において処理を行う場合に技術的な観点から必要な事項を定めることにより、府民の健康に影響がないことを前提に、災害廃棄物の処理を支援することを目的としています。
本指針に基づき府が災害廃棄物の広域処理の一端を担うことは、被災地の早期復旧・復興につながることと　考えますが、これを進めていくには、府民や市町村など、関係する方々のご理解、ご協力が必要です。
指針の内容をより理解していただくために、本解説を策定しました。
なお、本指針は指針策定時に得られている知見の範囲でとりまとめられたものであり、今後、新たな知見が得られた場合にはその都度、検討・見直しを行っていくこととします。
＜平成24年6月18日指針改定について＞
平成23年12月27日に指針を策定した段階では、「６　災害廃棄物の処理工程　４）埋立処分について　(2)水面における埋立処分」の部分は、国から具体的な処理基準の見解が示された段階で検討することとしていました。平成24年6月5日に国から「北港処分地(夢洲1区)における災害廃棄物の焼却によって生じる焼却灰の埋立処分にかかる個別評価について」が示され、平成24年6月10日の第７回検討会議で、北港処分地での埋立処分の考え方が示されたため、指針を改定しました。
本解説についても、指針の改定点を盛り込むとともに、被災地における災害廃棄物の処理に関する部分など、一部を最新情報に変更しました。
第１　被災地の状況
震災では、膨大な量の災害廃棄物が発生し、被災地の早期復旧・早期復興のための大きな足かせとなっています。
表-1　岩手県・宮城県・福島県の災害廃棄物等の発生量の推計量※１
	
	災害廃棄物の
発生量の推計量
	津波堆積物の

発生量の推計量
	災害廃棄物等推計量
	各県における年間の
一般廃棄物発生量※２との比較

	岩手県
	約３９５万t
	約１３０万ｔ
	約５２５万t
	約12年分

	宮城県
	約１,２００万t
	約６７２万ｔ
	約１,８７３万t
	約23年分

	福島県
	約２０７万t
	約１５３万ｔ
	約３６１万t
	約5年分


※１　環境省公表資料　災害廃棄物等の処理状況（平成24年8月末現在）より
※２　環境省統計資料　一般廃棄物処理調査結果（平成22年処理状況）より

岩手県が平成23年8月末に策定され、平成24年5月に改訂された災害廃棄物処理詳細計画（以下、「処理詳細計画」という）では、災害廃棄物の処理と併せて地域の復興と地元雇用に配慮し、県内の既存施設や民間業者を活用するなど、可能な限り県内処理に努めるとしています。
具体的には、県内の一般廃棄物処理施設を用いた災害廃棄物の処理、仮設焼却炉の設置（宮古市に１箇所、釜石市に１箇所）、民間の廃棄物処理施設（太平洋セメントなど）の活用などにより、より多くの災害廃棄物を県内処理できるよう努めているところです。
しかし、県内処理を推進したとしても、国が早期復興・復旧のために定めた「東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）」で定められた期限の平成26年3月末までに処理するのは困難です。また、仮置場では火災、ほこり、悪臭、害虫が発生するなど、生活環境に支障が生じていることから迅速な処理が必要であり、　　岩手県は災害廃棄物を被災地以外の都道府県で処理する「広域処理」による支援を求めています。

＜補足：府が災害廃棄物の受入れを検討した経過＞
○災害廃棄物は廃棄物処理法上、「一般廃棄物」であり、本来の処理責任は被災した市町村にありますが、津波による影響で被災した市町村の行政機能が麻痺し、廃棄物の処理についても処理責任を果たすことが困難なため、地方自治法第252条の14に基づき、多くの市町村が被災県に事務委託しています。
○震災2日後の関西広域連合の会合でカウンターパート方式により支援することが決定し、本府と和歌山県が岩手県を担当することとなりました。
○このため、大阪府では災害廃棄物の処理についても、震災後、処理計画策定支援として職員を派遣するなど、岩手県への支援や調整を行ってきたところです。
○環境省は、平成23年4月に広域処理について各自治体へ協力要請を行い、10月にも再要請を行っています。
○また、被災県は国のマスタープランでの処理期限（平成26年3月末）までに全量処理するだけの能力が足りないこと　から、災害廃棄物の広域処理を強く求めています。
○以上の状況から、府では早期の復旧・復興を行うには災害廃棄物の処理を全国で分担することが必要であり、府と　しても積極的に協力する必要があると判断し、検討を開始しました。
○なお、府が調整役を担うことで以下の効果があります。
・ 被災県から府内市町村が直接、個別に処理の委託を受けることは効率的でなく、府が調整役を担うことで被災県の事務の軽減につながること
· 被災県から府内市町村ごとに廃棄物を運搬することは遠距離であり効率的でなく、府がまとめて搬入し、焼却施設ごとに仕分けして搬入した方が効率的であること
第２　指針の概要について
指針の概要は以下のとおりです。各項目の詳細については第３章で説明します。また、指針に記載されている　　災害廃棄物の処理の流れについては図-1のとおりです。なお、以下の「6災害廃棄物の処理工程」で記載した各処理工程において、放射能や石綿などの測定を実施することで、府民の健康に影響がないこと、生活環境に支障がないことを確認します。
１　目的【18～19ページ】
この指針は、東日本大震災により発生した災害廃棄物を府域において処理を行う場合に必要な事項を定めることにより、府民の健康に影響を与えることなく、被災地の災害廃棄物の処理を支援します。
２　基本的事項 【20～24ページ】
本指針は府域で災害廃棄物の処理を行うすべての者を対象とし、実際に災害廃棄物の処理を行う際には　本格的な処理を開始する前に試験的な処理を行うことで、放射能等の安全性を確認します。また、災害廃棄物の処理については基本的には「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」という。）」及び国からのガイドライン、通知に基づき実施し、今後、新たに知見が得られた場合には必要に応じて本指針を見直します。
３　処理の対象とする災害廃棄物【25～27ページ】
可燃廃棄物を対象としますが、可燃廃棄物と不燃廃棄物が分別しきれない場合など、被災地の事情により止むを得ない場合は、可燃廃棄物と不燃廃棄物が混合した混合廃棄物も受入れすることとします。
４　災害廃棄物の処理における放射性物質に係る事項【28～34ページ】
　 対象とする放射性物質を「セシウム134」及び「セシウム137」とします。また、周辺住民や作業者の受ける　年間線量が1mSv／年を十分に下回るよう、受け入れる災害廃棄物の放射性物質濃度の目安値を「100Bq/kg」、埋め立てる焼却灰等の目安値を「2,000Bq/kg」とします。
５　災害廃棄物の処理の流れの概要【35～38ページ】
被災県での処理、及び大阪府域での処理の概要を示します。
６　災害廃棄物の処理工程【39～87ページ】
　　 １）仮置場からの搬出作業について【39～47ページ】
　　　　被災県の仮置場から災害廃棄物を搬出するにあたり、処理を行う者は、受け入れる災害廃棄物の放射能に関する測定を実施し、「受け入れる災害廃棄物の放射性物質濃度の目安値」以下であることを確認のうえ　　搬出します。
２）災害廃棄物の運搬について【48～57ページ】
　 　被災地から府域への災害廃棄物の運搬は密閉式のコンテナを用いて海上輸送することを原則とします。　また、府域に陸揚げされたコンテナの選別施設への運搬は車両により、選別施設から焼却施設への運搬は　荷台シート掛けのダンプトラック又はパッカー車により、焼却施設から埋立処分場への運搬は荷台シート掛けのダンプトラック又は天蓋車（いずれもシート二重掛け）により運搬します。
３）選別・中間処理について【58～76ページ】
　　（1）選別・仕分け処理
選別施設では、受け入れた災害廃棄物の荷降ろし作業や選別・破砕施設を用いた仕分け作業が建屋内で行われます。仕分け作業により不燃廃棄物を取り除いた可燃廃棄物は、焼却施設へ運搬します。
　 　（2）焼却処理
市町村又は民間が所有する焼却施設（廃棄物処理法第8条第1項の一般廃棄物処理施設又は同法第15条第1項の許可施設に限る）のうち、バグフィルターなどの十分な排ガスの処理能力を有する排ガス処理装置を有する施設で災害廃棄物を焼却します。
４）埋立処分について【77～87ページ】
焼却処理により発生した焼却灰（主灰、飛灰）、排水汚泥等並びに選別・仕分け処理により取り除かれた　　不燃物は、管理型最終処分場で埋立処分します。
７　適正処理の管理【88～89ページ】
　　　災害廃棄物の処理を行う者は、産業廃棄物管理票等を利用することにより、災害廃棄物の処理状況を把握し、記録します。
８　情報の公開【90～91ページ】
　　　災害廃棄物の処理を行う者は、処理の状況及び測定結果を府に報告し、府は報告を受けた内容を速やかに公表します。
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図-1　災害廃棄物の処理の流れ


- 2 -

